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給 与 の 動 き きまって支給する給与 275,428  1.9％ 10か月連続の増加

雇 用 の 動 き 常 用 労 働 者 数 2,777  1.2％ 17か月連続の増加

労働時間の動き 所 定 外 労 働 時 間 10.7 -0.9％ 15か月連続の減少

【調査産業計・事業所規模５人以上】
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本 県 の 状 況 事業所規模５人以上 (前年同月比)

統計センター

￥

きまって支給する給与 1.9

所定外労働時間 -0.9

常用労働者数 1.2

きまって支給する給与 101.8

所定外労働時間 90.7

常用労働者数 102.7
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毎 月 勤 労 統 計 調 査 と は 

 

 

 
 １ 調査の目的  

統計法に基づく基幹統計調査であり、雇用、給与及び労働時間について毎月の神奈川県における変

動を明らかにすることを目的としています。 

 

 

 ２ 調査の対象  

日本標準産業分類にいう鉱業,採石業,砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情

報通信業、運輸業,郵便業、卸売業,小売業、金融業,保険業、不動産業,物品賃貸業、学術研究,専門・

技術サービス業、宿泊業,飲食サービス業、生活関連サービス業,娯楽業(その他の生活関連サービス業の

うち家事サービス業を除く)、教育,学習支援業、医療,福祉、複合サービス事業、サービス業(他に分類され

ないもの)に属し、常時 5 人以上の常用労働者を雇用する事業所のうち厚生労働大臣の指定する約

1,400 事業所について調査を行っています。なお、神奈川県では鉱業,採石業,砂利採取業の対象事業所

が少ないため統計各表から削除しています。 

 

  ①第一種事業所(常用労働者 30 人以上)… 調査対象事業所数 約 800 

                              (郵送調査又はｲﾝﾀｰﾈｯﾄ調査) 

 

  ②第二種事業所(常用労働者 5～29 人) … 調査対象事業所数 約 600 

                              (調査員調査又はｲﾝﾀｰﾈｯﾄ調査) 

 

 

 ３ 主要調査事項の定義  

 現金給与額 

「現金給与総額」とは、所得税、社会保険料、組合費、購買代金等を差し引く以前の総額のことで、「き

まって支給する給与」と「特別に支払われた給与」の合計額です。 

「きまって支給する給与」とは、労働契約、団体協約あるいは事業所の給与規定等によってあらかじめ

定められている支給条件、算定方法によって支給される給与のことで、所定外給与(超過労働給与)を含

みます。 

「所定内給与」とは、「きまって支給する給与」のうち所定外給与(超過労働給与)以外のものをいいま

す。 

「所定外給与(超過労働給与)」とは、所定の労働時間を超える労働(超過労働)に対して支給される給

与や、休日労働、深夜労働に対して支給される給与のことです。 

「特別に支払われた給与」とは、ボーナス、差額追給分、３か月を超える期間で算定される手当などで

す。 

 

 

 



- 2 - 

 

 

 実労働時間数 

調査期間中に労働者が実際に労働した時間数のことです。休憩時間は、給与が支給されると否とにか

かわらず除かれますが、いわゆる手待ち時間は含めます。本来の職務外として行われる宿日直の時間は

含めません。 

「総実労働時間数」とは、「所定内労働時間数」と「所定外労働時間数」の合計です。 

「所定内労働時間」とは、事業所の就業規則で定められた正規の始業時刻と終業時刻との間の実労働

時間数のことです。 

「所定外労働時間数」とは、早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等の実労働時間のことです。 

 

 

 出勤日数 

調査期間中に労働者が実際に労働した日数のことです。有給でも事業所に出勤しない日は出勤日数に

はなりませんが、1 時間でも就業すれば出勤日となります。 

 

 

 常用労働者数 

次のいずれかに該当する労働者のことです。 

①期間を決めず、又は 1 か月を超える期間を決めて雇われている者。 

②日々又は 1 か月以内の期間を限って雇われている者のうち、前 2 か月にそれぞれ 

18 日以上雇われた者。 

③重役、理事などの役員のうち、常時勤務して毎月給与の支給を受けている者。 

④事業主の家族でその事業所に働いている人のうち、常時勤務して毎月給与の支払いを 

受けている者。 

 

 

 パートタイム労働者 

常用労働者のうち、次のいずれかに該当する労働者のことです。 

①１日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者。 

②１日の所定労働時間が一般の労働者と同じで 1 週の所定労働日数が一般の労働者よりも 

短い者。 

 

 

 労働異動率（入職率及び離職率） 

「労働異動率（入職率及び離職率）」とは、採用、転勤等(解雇、退職、転勤等)により、増加(減少)した

常用労働者数を前月末常用労働者数で除したものです。 
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 ４ 調査結果の算定  

この調査結果の数値は、調査事業所からの報告をもとにして本県の規模 5 人以上のすべての事業所に

対応するよう復元して算定したものです。 

 

 

 ５ 表を利用する上での注意  

①「製造業」のうち「Ｅ一括」は産業中分類の木材・木製品製造業(家具を除く)、その他製造業、なめし革・

同製品・毛皮製造業をまとめたものです。 

②本月報中の常用労働者全体の給与額や労働時間等の前年同月比は、構成比率が変化するため、 

 必ずしも一般労働者とパートタイム労働者の中間値にはなりません。 

③「－」は該当数値がないものです。 

④「☓」は調査事業所又は調査企業数が少ないため、表章不可のものです。 

 

 

 

 
１ 本報告は平成 19 年 11 月改定の日本標準産業分類に基づき公表を行っています。 

２ 前年比は対前年増減率(％)、前年同月比は対前年同月増減率(％)、前年同月差は対前年同

月差(日又はポイント)を掲載しています。 

３ 前年比などの増減率は、指数等により算出しており、実数で計算した場合と必ずしも一致しませ

ん。 

４ 事業所規模 30 人以上の第一種事業所については、2～3 年毎に抽出替えを行っており、平成

21 年の経済センサス基礎調査の結果に基づき平成 24 年 1 月分調査で抽出替えを実施しまし

た。調査結果に時系列的連続性をもたせるため、新旧調査結果のギャップを過去に遡って修正し、

指数及び前年同月比を算出しています。また、各指数の基準年を平成 17 年から平成 22 年に更

新しました。 

５ 平成 22 年 1 月分調査より公表の基準となる産業分類を変更したこと 

 

１ 本報告は平成 25 年 10 月改定の日本標準産業分類に基づき公表を行っています。 

２ 前年比は対前年増減率(％)、前年同月比は対前年同月増減率(％)、前年同月差は対前年

同月差(日又はポイント)を掲載しています。 

３ 本報告書中の「同水準」の表記は、前年比などの算出の際に、小数点以下第２位を四捨五

入した結果「0.0」となったものを示しています。 

４ 前年比などの増減率は、指数等により算出しており、実数で計算した場合と必ずしも一致しま

せん。 

５ 事業所規模 30 人以上の第一種事業所については、2～3 年毎に抽出替えを行っており、平

成 24 年の経済センサス-活動調査の結果に基づき平成 27 年 1 月分調査で抽出替えを実

施しました。調査結果に時系列的連続性を持たせるため、新旧調査結果のギャップを過去に

遡って修正し、指数及び前年同月比を算出しています。 

６ 平成 29 年１月分から、指数は平成 27 年平均を 100 とする平成 27 年基準とし、過去に遡

って改訂しています。なお、増減率は改訂前の指数による増減率を変えずに表記しているた

め、改訂後の指数で計算した場合と必ずしも一致していません。 

７ 指数及び前年同月比については、新たに提出された調査票を加え集計することにより、遡っ

て改訂を行うことがあります。 

８ 厚生労働省の全国調査の結果発表日の繰り下げに伴い、平成 27 年６月分の結果報告より

全国の結果の数値は速報値を掲載しています。 

お 知 ら せ 



現金給与総額 円

・一般労働者 円

・パートタイム労働者 円

きまって支給する給与 円

所定内給与 円

所定外給与 円

特別に支払われた給与 円

出勤日数 日

総実労働時間 時間

・一般労働者 時間

・パートタイム労働者 時間

所定内労働時間 時間

所定外労働時間 時間

・製造業の所定外労働時間 時間

常用労働者数 千人

・一般労働者 千人

・パートタイム労働者 千人

パートタイム労働者比率 ％ -0.7ポイント

給 与 の 動 き

労働時間の動き

雇 用 の 動 き

きまって支給する 給与

所 定 外 労 働 時 間

常 用 労 働 者 数

10か月連続の増加

15か月連続の減少

17か月連続の増加

％：前年同月比

 1.9％

-0.9％

 1.2％

1.2％増
2.4％増
1.0％減

4.1％増
3.4％増
3.0％増

0.9％減

0.3％減

-0.1日
0.4％減
0.6％減
1.4％減

1.9％増

1.6％増
    －

    －

4.5％増

6.9

2,777
1,847

930

33.5

275,428

356,076

356,952

498,641

382,089

289,607

216,223

0.0

3.3

5.4

3.0

295,433 1.9

-2.5

0.0

3.3

2.0

6.4

6.8

3.0

419,459

346,883

364,915

520,843

106,703

2.1

12.2

23.6

-4.6

-6.9

2.0

9.9

-10.7

4.1

-2.2

295,433
391,973
103,488

275,428

253,442
21,986

20,005

17.1

15.5
10.7

134.1
161.5
79.8

123.4

194,530

296,670

296,883

建 設 業

製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サ ー ビ ス 業

366,859

382,219

498,857

397,517

304,170

232,987

254,944

調 査 産 業 計

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

教 育 ， 学 習 支 援 業

医 療 ， 福 祉

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

1.1

-3.7

-6.5

2.1

7.9

-8.6

-0.8

342,765

301,538

400,912

103,211

186,334

296,358

276,348

322,939

242,316

160.4

151.3

151.2

160.3

167.3

124.3

138.0

151.7

1.6

-4.1

152.9

83.1

130.2

84.4

137.5

142.9

137.5

-0.4

-3.2

-0.4

-0.9

2.5

-0.6

1.6

1.1

4.0

5.0

-6.0

-8.4

-7.3

6.8

-4.3

-4.6

134.1

6.0

10.7

-0.9

2.0

4.5

-23.1

16.8

3.8

7.7

-16.2

10.7

12.3

15.5

7.8

16.7

24.9

7.0

13.7

10.6

-16.5

14.1

-17.6

-34.5

-20.3

2,777

141

429

10

103

210

464

29.8

-28.6

6.8

3.8

円 ％ 円 ％ ％ ％ ％時間 時間

1.6

-4.0

3.9

1.3

-1.7

1.3

72

44

2.5

1.8

365

12

276

千人

現金給与総額
きまって

支給する給与
総実労働時間 所定外労働時間 常用労働者数

1.3

1.2

7.4

-0.8

-7.6

-2.4

115

239

113

185

12.6

14.6

4.5

8.1

3.4

6.4

(前年同月比)(1人平均月間)給 与￥

表Ⅰ 産業別対比表(事業所規模５人以上)

労働時間 (1人平均月間) (前年同月比)

雇 用 (前年同月比)

1.9 

0.6 

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

H29.3 4 5 6 7 8

(％)

きまって支給する給与の前年同月比の推移 県

全国

-0.9 

0.6 

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

H29.3 4 5 6 7 8

所定外労働時間の前年同月比の推移

(％)

1.2 

2.5

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

H29.3 4 5 6 7 8

常用労働者数の前年同月比の推移

(％)

本 県 の 状 況

＊

＊

＊：前年同月差
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現金給与総額 円

・一般労働者 円

・パートタイム労働者 円

きまって支給する給与 円

所定内給与 円

所定外給与 円

特別に支払われた給与 円

出勤日数 日

総実労働時間 時間

・一般労働者 時間

・パートタイム労働者 時間

所定内労働時間 時間

所定外労働時間 時間

・製造業の所定外労働時間 時間

常用労働者数 千人

・一般労働者 千人

・パートタイム労働者 千人

パートタイム労働者比率 ％ 0.0ポイント

給 与 の 動 き きまって支給する 給与

労働時間の動き 所 定 外 労 働 時 間

雇 用 の 動 き 常 用 労 働 者 数

10か月連続の増加

20か月連続の減少

30か月連続の増加

 1.3％

-1.0％

 0.8％

3.2

時間 ％

7.8

0.6

2.0

-1.1

2.4

-7.0

-0.3

5.0

-3.5

226

3

224

47

21

-10.0

-14.9

79

105

58

138

11.4

1.0％増

％：前年同月比

円 ％ ％時間 ％

    －

    －

-0.1日

0.8％増
0.7％増
0.9％増

0.4％減
0.2％増
2.1％減

0.3％減

1.0％減
4.7％増

常用労働者数
きまって

支給する給与
総実労働時間 所定外労働時間

1.3％増

千人

-0.4

-2.5

206-20.8

-1.0 0.8

10.8

-1.6

-8.4

-2.7

1,757

62

329

9

87

162

-20.3

4.7

-18.8

1.1％増
3.3％増

1.3％増

-18.2

44.4

-19.2

-9.2

-7.5

2.4

8.7

-0.8

7.5

12.5

-1.0

-12.5

-1.6

10.7

0.0

4.3

0.4

-1.0

-6.6

12.2

12.0

17.0

8.7

16.3

7.7

25.3

6.1

12.9

9.4

12.6

6.4

11.7

4.0

-0.4

-9.1

-0.1

-3.6

0.7

0.2

334,772

3.2

139.4

148.6

153.0

152.5

160.2

155.2

149.3

140.9

165.7

126.4

132.4

143.6

11.4

-4.4

148.6

90.7

135.1

85.5

-3.1

9.8

0.2

0.1

24.0

0.2 -1.6

-8.0

10.3

0.0

0.4

-4.5

409,404

1.3

-3.7

1.0

0.2

2.4

7.2

-2.8

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

教 育 ， 学 習 支 援 業

391,711

476,023

125,035

219,695

334,925

303,972

386,523

378,158

519,471

393,599

240,486

295,441

206,577

322,508

298,765

433,535

118,311

208,160

250,150

326,226

435,601

342,813 330,538

-8.2

6.5

11.9

サ ー ビ ス 業

317,714

388,236

402,388

519,730

396,665

311,843

212,548

調 査 産 業 計

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

医 療 ， 福 祉

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

複 合 サ ー ビ ス 事 業

317,714
398,105
120,354

303,972

-9.0

1,757
1,248

508

現金給与総額

139.4

277,562
26,410

13,742

17.4

4.8

1.3

-3.7

0.1

0.1

2.5

運 輸 業 , 郵 便 業

160.3
88.1

127.2

12.2

28.9

17.0

円 ％

建 設 業

製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業

1.3 

0.7

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

H29.3 4 5 6 7 8

(％)

きまって支給する給与の前年同月比の推移
県

全国

-1.0 

0.8 

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

H29.3 4 5 6 7 8

所定外労働時間の前年同月比の推移

(％)

0.8 

1.3

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

H29.3 4 5 6 7 8

常用労働者数の前年同月比の推移

(％)

本 県 の 状 況

(前年同月比)(1人平均月間)給 与￥

労働時間 (1人平均月間) (前年同月比)

雇 用 (前年同月比)

表Ⅱ 産業別対比表(事業所規模30人以上)

＊

＊

＊：前年同月差
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実  数 前年同月比 ％ 実  数 前年同月比 ％

（円） 274,490 0.9 319,595 0.1

（円） 259,964 0.6 302,512 0.8

所 定 内 給 与 （円） 240,952 0.4 270,423 0.5

所 定 外 給 与 （円） 19,012 1.5 32,089 3.3

（円） 14,526 6.1 17,083 -10.7

（日） 18.0 -0.2 18.4 -0.2

(時間) 139.3 -0.7 154.5 -0.3

所 定 内 労 働 時 間 (時間) 129.0 -0.9 139.0 -0.7

所 定 外 労 働 時 間 (時間) 10.3 0.6 15.5 4.0

(千人) 50,300 2.5 8,110 0.6

（％） 30.50 -0.20 13.02 -1.03

（％） 1.75 0.03 0.84 -0.01

（％） 1.95 0.23 1.01 -0.02

実  数 前年同月比 ％ 実  数 前年同月比 ％

（円） 352,685 0.7 96,611 0.4

（円） 332,318 0.4 95,371 0.3

所 定 内 給 与 （円） 306,347 0.4 92,190 0.7

所 定 外 給 与 （円） 25,971 1.7 3,181 -5.4

（円） 20,367 6.1 1,240 -0.6

（日） 19.5 -0.1 14.8 -0.2

(時間) 162.7 -0.6 86.0 -1.6

所 定 内 労 働 時 間 (時間) 149.1 -0.8 83.4 -1.4

所 定 外 労 働 時 間 (時間) 13.6 0.9 2.6 -8.7

(千人) 34,958 2.8 15,342 1.9

（％） 1.05 0.05 3.32 -0.01

（％） 1.15 0.03 3.77 0.71

パ ー ト タ イ ム 労 働 者 比 率

区　　　　　　分 一般労働者 パートタイム労働者

現 金 給 与 総 額

入 職 率

離 職 率

区　　　　　　分 調査産業計 製　造　業

現 金 給 与 総 額

出 勤 日 数

総 実 労 働 時 間

常 用 労 働 者 数

きまって支給する給与

特別に支払われた給与

きまって支給する給与

特別に支払われた給与

総 実 労 働 時 間

離 職 率

（注）出勤日数、入職率及び離職率は、前年同月差（日又はポイント）です。
　　　資料　：　厚生労働省大臣官房政策統括官付参事官付雇用・賃金福祉統計室
　　　（詳細については、厚生労働省ホームページ（http://www.mhlw.go.jp/）を参照してください。）

常 用 労 働 者 数

入 職 率

出 勤 日 数

一般･パートタイム労働者別
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内閣府の「月例経済報告」（閣議報告）や「景気動向指数」などの

景気判断資料

雇用保険や労災保険の保険給付額の算定資料
企業の経営判断や賃金、労働時間などの

労働条件決定の際の資料
政府の労働政策審議会、中央最低賃金審議会、社会保障審議会などの

各種審議会の資料
民事事件や交通事故などの

逸失利益補償額等の算定資料

統計センター人口･労働統計課 電話(045)313-7214・7215(直通) FAX(045)313-7210

横浜市神奈川区鶴屋町2-24-2 かながわ県民センター５階 〒221-0835

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f6777/

主 な 利 用 状 況


